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平成29年2月2日

長時間労働対策事業検討委員会

座長 今野浩一郎

厚生労働省「平成28年度業界団体等と連携したIT業界の長時間労働対策事業」企業向けセミナー
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(Ⅰ）労働時間の現状を確認する
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日本全体
情報通信業
（IT業界）

(1)年間総実労働時間
(うち一般労働者)

毎月勤労統計調
査、H27年

1734時間
(2026時間)

1955時間

(2)年間所定外労働時間 毎月勤労統計調
査、H27年 132時間 213時間

(3)年次有給休暇取得率 就労条件総合調
査、H26年 47.6% 55.0%

(4)長時間労働者(週60時間以
上)の割合

労働力調査、
H27年 8.2% 9.2%

(5)労災支給決定件数 過労死等の労災
補償状況、H27

年度
脳・心臓疾患、精神障害ともに情報サー
ビス業は上位5位業種(中分類)
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「企業アンケート」結果の概要
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アンケートの概要

企業アンケート 労働者アンケート

調査時期 平成28年11月～12月 平成29年1月

調査対象

（一社）組込みシステム技術協会（JASA）
（一社）コンピュータソフトウェア協会（CSAJ）
（一社）システムエンジニアリング岡山（SEO）
（一社）情報サービス産業協会（JISA）
（一社）日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）
（一社）宮城県情報サービス産業協会（MISA）
の会員企業

マイボイスコム（株）のモニターで以下の条件を満たす
者
・IT企業に勤務
・IT以外の企業でIT関係の仕事に従事
（受託型、組込型、プロダクト型、ユーザの回答が均
等になるようサンプリング）

発送数 1,725 ‐

回収数 391 1,108

回収率 22.7% ‐

◆目的
IT業界における労働時間の実態や長時間労働対策の実施状況を把握

し、長時間労働削減対策に向けた課題の抽出や支援策の検討の基礎資料
とするため。
◆ポイント
IT業界のさまざまな業態（受託型、組込み型、プロダクト型）やユーザを調

査対象とすることで、各業態の特徴と長時間労働の関係の解明を試みてい
ること。

※本セミナーでは企業アンケートの結果をご説明します。
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①プロフィール（事業タイプ）

12.3%

71.0%

6.9%

9.8%

ユーザ

受託型

組込み型

プロダクト型

【情報サービス事業の類型】
※1受託型：顧客（ユーザの情報子会社の場合は親会社を含みます。以下の設問でも同様とします）からの、オーダー

メイドの情報システムの構築（パッケージやクラウド・ASP等のカスタマイズを含む）・運用やプログラムの開
発等の受託。または、そのために必要な要員の派遣。

※2組込み型：ハードウェアに組み込まれるプログラムの開発受託。または、そのために必要な要員の派遣。
※3プロダクト型：パッケージソフトやクラウド・ASP等、レディメイドのITサービスの自主的な企画・開発・提供

受託型が約7割と最も多い。
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①プロフィール（正社員数）

945 

981 

1,030 

578 

533 

0 500 1,000 1,500

全体

ユーザ企業

受注型

組込み型

プロダクト型

32.2%

10.1%

32.7%

53.6%

52.9%

8.5%

4.1%

8.9%

2.4%

15.0%

0.5%

0.1%

0.5%

0.5%

1.3%

0.5%

0.8%

0.5%

0.3%

0.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

全体

ユーザ企業

受注型

組込み型

プロダクト型

IT人材

女性

外国人

60歳以上

正社員数（人） 正社員に占めるIT人材、女性、外国人、高齢者の比率（％）

ユーザ企業と受注型が約1千人で他の業態の約2倍。ダイバシティはあまり進んでいない。
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②長時間労働の原因（社員の働き方や職場の状況）

8.2%

10.5%

2.3%

7.7%

28.1%

18.2%

32.5%

73.4%

52.9%

2.8%

0.3%

4.2%

14.6%

0.0%

4.2%

27.1%

20.8%

35.4%

77.1%

45.8%

2.1%

0.0%

8.0%

9.4%

2.2%

6.9%

29.0%

17.8%

33.3%

73.2%

57.6%

2.9%

0.4%

18.5%

11.1%

3.7%

14.8%

18.5%

18.5%

29.6%

77.8%

40.7%

0.0%

0.0%

7.9%

13.2%

5.3%

13.2%

28.9%

18.4%

26.3%

68.4%

36.8%

5.3%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

部下・後輩などを指導している

「残業するのが当たり前である」という考え方や態度が管理職にあ

る

パート・アルバイトなど勤務時間の短い人の仕事をカバーする必

要がある

周囲が残業しているので先に帰りづらい雰囲気がある

仕事の性格上、所定外でないとできない仕事がある

能力が不足している

自分の仕事をきちんと仕上げたいという考え

予想外の仕事が突発的に発生している

業務の繁閑差が激しい

残業や休日出勤で給与（手当）を増やしている

残業すると評価される

全体

ユーザ企業

受注型

組込み型

プロダクト型

予定外の仕事が突発的に発生しているとの回答が7割前後で最も多い。
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②長時間労働の原因（管理や取引の状況）

7.9%

5.9%

27.4%

13.6%

16.1%

36.8%

35.8%

38.1%

11.3%

47.1%

3.3%

5.9%

16.7%

16.7%

29.2%

12.5%

12.5%

39.6%

18.8%

22.9%

14.6%

54.2%

0.0%

2.1%

7.2%

3.6%

26.4%

14.1%

16.3%

35.1%

38.4%

42.4%

12.7%

47.1%

3.3%

7.2%

3.7%

0.0%

44.4%

3.7%

14.8%

37.0%

55.6%

40.7%

3.7%

33.3%

7.4%

3.7%

5.3%

13.2%

21.1%

18.4%

18.4%

47.4%

23.7%

26.3%

2.6%

47.4%

5.3%

2.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

上司はあなたの仕事を把握できていない

上司の指示や手続きなど仕事の進め方に無駄が多い

業務量の見積もりの失敗

要員計画の失敗

品質管理の失敗

優秀な社員等に業務が集中

仕様変更

厳しい納期

限られた予算

システムトラブル等の緊急対応

労働時間と売上が連動する、人月単位による価格決定のビジネス

モデル

多重下請構造における相対的に弱い立場の企業への業務のしわ

寄せ

全体

ユーザ企業

受注型

組込み型

プロダクト型

緊急対応、厳しい納期、業務の偏在、仕様変更が上位だが業態でばらつきがある。
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(Ⅱ)迫られる「働き方改革」の背景
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(1)労働力の供給構造の変化

これから起こること(避けられないこと)は「2つの制約」
労働力供給の「制約」(「人数の制約」)と「制約」労働者の増加(「時間の
制約」)

企業が経験すること
構造的人手不足への対応

「制約」的労働者の「迫られる」活用

企業が進むべき方向
「制約」的労働者を積極的に活用する「働く環境」作り

「多様な人材」「人材の多様化」への対応

「制約型経営」のすすめ

(2)政府の政策

11
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(Ⅲ)求められる「攻め」の働き方改革
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(1)経営と労働時間と生産性
「働き方」を決める最も重要なこと
政府の「働き方」改革ではない
経営(者)の「何処に向かいたいか」から発想する働き方改革

「働き方」と生産性
「長時間労働は生産性の低下を招く」は否定できない事実
とくに知的労働はそうである

(2)企業に求められる方向
情報サービス業の市場構造の方向～企業の「生きる道」～
受託開発型からサービス提供型、労働集約型から知識集約型、顧客
従属型からパートナー型、国内産業型からグローバル産業型

「生きる道」を実現する「攻め」の働き方改革の必要性
止めたい「やらされ」型働き方改革
「ハウ・ツウ」の前に求められる「攻めの働き方」に「本気になれ」

制約労働者を活用して生産性向上を実現するには長時間労働抑制は
不可避
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長時間労働抑制策とその効果
(「企業調査」から)
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③長時間労働抑制施策（社内の取組、効果・実施状況）
「原因把握と改善策立案」「生産性・品質向上、業務効率化」「仕事平準化」「上司が率先して雰囲気作りを実践」な
どは、効果は高いがあまり実施されていない。

81.8%

55.0%

72.4%

39.1%

50.6%

36.1%

62.1%

75.2%

66.0%

65.5%

38.1%

67.3%

56.5%

45.0%

73.4%

53.2%

79.8%

72.4%

37.1%

60.1%

54.2%

45.0%

63.2%

27.4%

13.0%

65.7%

71.4%

67.0%

59.3%

43.2%

51.4%

36.1%

35.3%

43.5%

44.5%

56.5%

64.5%

19.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

長時間労働の原因把握と改善策の立案

ノー残業デーの設置

帰りやすい・休みやすい雰囲気作りを上司が率先して実践

時間の区切りをつけた就業時間管理（チャイムを鳴らす、夕礼の実施等）

管理職を対象とした労務管理セミナーの実施

長時間労働を抑制するための職場巡回

長時間労働の従業員に対する面談の実施

部門長による部下の業務内容やプロジェクトの進捗状況把握の推進

時間外労働、年次有給休暇取得状況の可視化

時間外労働、休日出勤の事前承認など手続きの厳格化

メールや文書による長時間労働の注意喚起の推進

経営トップによる長時間労働抑制等のメッセージの発信

全社レベルでの時間外労働の目標時間の設定

長時間労働の抑制等を労使で話し合う場の設置

部門間やチーム内での仕事の平準化

年次有給休暇取得を促進する啓蒙活動の実施

生産性や品質の向上、業務の効率化等の推進

人材育成の推進

受託開発からパッケージへのシフト等、労働時間管理がしやすいビジネ…

効果 実施状況
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③長時間労働抑制施策（制度、効果・実施状況）

55.5%

55.0%

47.3%

56.3%

21.0%

48.3%

33.2%

45.0%

36.1%

34.8%

66.8%

59.8%

41.9%

52.9%

29.2%

24.8%

41.4%

55.0%

49.4%

82.1%

19.2%

3.6%

53.7%

49.4%

17.9%

67.8%

35.3%

12.0%

8.4%

9.7%

25.1%

3.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

計画的な年次有給休暇制度

連続休暇制度やリフレッシュ休暇制度

記念日休暇、配偶者出産休暇等の従業員が利用しやすい休暇制度

半日休暇・時間単位の有給休暇制度

病気等の場合に年次有給休暇が追加されるバックアップ制度

時間外労働を削減するためのインセンティブ制度

短時間勤務制度

フレックスタイム制等弾力的な労働時間制度

テレワーク

産業医や保健師との相談制度

基準を超えて長時間労働した人の残業時間制限

基準を超えて長時間労働した人の強制的な休暇の取得

一斉消灯

深夜残業の禁止

裁量労働制

勤務間インターバル制度

効果 実施状況

「半日単位・時間単位の有給休暇制度」「産業医や保健師との相談制度」は実施率は高いが効果は高くない。逆
に長時間労働した人の「残業時間制限」「強制的休暇取得」は効果は高いがあまり実施されていない。
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③長時間労働抑制施策（顧客との関係に関する取組、
効果・実施状況）

46.9%

57.1%

72.3%

52.5%

48.1%

37.9%

72.3%

66.5%

29.7%

53.9%

75.2%

63.0%

66.8%

46.4%

70.6%

71.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

顧客への長時間労働の抑制等に向けた自社の考えの説明

良好な取引関係や円滑な業務遂行が期待できる顧客かどうかの見極め

契約締結時における開発期間、必要工数、開発環境等に関する顧客との

交渉

契約締結時における発注内容に応じた価格決定方式（人月単価／定額／

成果報酬等）の選択

契約締結時における発注内容に応じた契約形態（請負／準委任／派遣

等）の選択

契約締結時における発注内容に応じた開発手法（ウォーターフォール／ア

ジャイル等）の選択

開発着手後に顧客より仕様変更の要求があった場合、納期や価格等に関

する契約内容の見直し

メンテナンス・保守について契約外の対応を要求された場合、追加料金の

請求や契約内容の見直し

効果 実施状況

「契約外の対応への追加料金請求・契約見直し」「仕様変更の要求があった場合の契約見直し」「契約締結時の
顧客との交渉」は効果・実施率とも高い。


